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1. はじめに
　超高齢社会を迎えた我が国におい
て、医療費および介護経費削減の視点
からも、健康寿命の延伸は国家的課題
である。そして不活発なライフスタイ
ルは、健康寿命を損なう生活習慣病の
発生・重症化や要介護状態に陥る大き
な原因となる。このような背景から、
国家レベルでの身体活動・運動の促進
に関する取り組み（例えば、健康日本
21・第二次、アクティブガイド 2013）
が行なわれており、心身の健康の維持
増進のために、日常生活における身体
活動（特に運動やスポーツ等の中強度
以上の活動）を活性化させていくこと
が推奨されている。しかし、最近の国
内外における研究成果から、身体活動
量の多寡だけではなく、日常生活にお
ける座位行動（座っている）時間の長短
が、人の寿命や生活習慣病の発症、心身
機能の低下に強く関連することが報
告されている（10,36,37）。座位行動と
は「座位、半臥位および臥位におけるエ
ネルギー消費量が 1.5 METs以下のす
べての覚醒行動」と定義される（図 1 ）

（38,42）。

　過去の座位行動研究の知見から、成
人においては、生活時間に占める運動・
スポーツ等の活動的な時間はわずかで
あり、1 日の覚醒時間の半分以上を座位
行動に費やしていることが示されてい
る（図 2 ）（16,32）。また高齢者において
は、活動的な時間はさらに短くなり、覚
醒時間の大部分を座位行動が占めてい
ることが明らかにされている（12,15）。
加えて世界 20 ヵ国の成人を対象に質
問紙調査法により測定された座位行
動時間を比較した国際研究では、日本
人の座位行動時間は、420 分（中央値）
と 20 ヵ国中最長であり、20 ヵ国全体
の 300 分（中央値）と比較して 120 分も

長いことが報告されている（4）。
　このように、最新の健康科学におけ
る知見は、健康寿命の延伸のためには
日常生活における身体活動量を増や
していくだけでは不十分であり、いか
に座位行動時間を減らしていくかが
重要な鍵となることを示唆している。
2017 年に出された高齢者の座位行動
減少に向けた国際共同声明において
も、座位行動時間は健康状態の良し悪
しを決定づける要因になること、そし
て高齢者にとって、日常生活での座っ
ている時間を減らしていくことが、活
動的なライフスタイルを構築していく
ための重要な第一歩になると述べられ

図 1　活動強度（METs）から見た座位行動（38,42）
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ている（9）。このような背景から、我が
国でも最近 10 年程度の間に、高齢者を
対象に座位行動の実態の解明や座位行
動と健康指標の関連の検討に焦点を当
てた研究が少しずつではあるが行なわ
れるようになってきている。そして、
いかにして高齢者の座りすぎを減らす
ことができるかが、公衆衛生上の大き
な関心事となっている。
　そこで本稿では、我が国において実
施された座位行動研究から得られた
知見を中心に「高齢者の座位行動の実
態」、「高齢者の座位行動と健康指標の
関連」、「高齢者の座りすぎ対策」、「座位
行動研究の課題と健康支援の現場へ提
言」について論じていく。

2. 高齢者の座位行動の実態
2-1. 座位行動の測定・評価方法
　座位行動の実態を測定・評価する方
法は、主に加速度センサーを内蔵した
活動量計（例えば、Active Style Pro；
オムロン社製、Actigraph；Actigraph
社製）や傾斜計（例えば、activPAL；
PAL Technologies社製）等を用いた客
観的方法と、自己記入式の質問紙調査
等を用いた主観的方法に分けられる。
客観的方法は、リコール（思い出し）バ
イアスも少なく、測定対象者の座位行
動の量（時間）をある程度、精確に見積
もることができる。一方、主観的方法

は、場面別にどのような座位行動を行
なっているかという座位行動の内容を
把握できるという利点を有する。それ
ぞれの測定・評価方法は、座位行動研
究の目的（例えば、精確な座位行動時間
を把握し、健康指標との関連を検討す
る、座位行動減少に向けた介入方略の
立案のための資料を得る等）に応じて
使い分けられている。

2-2. 座位行動時間
　大規模な疫学調査研究では、座位行
動の代替指標として、主観的に測定さ
れた余暇におけるテレビ視聴時間がよ
く利用されている。この理由として、

テレビ視聴は、人の座位行動の代表的
なものであり、1 日における座位行動
の大部分をテレビ視聴が占めること、
また比較的簡便に大量の対象者を測定
できること等が挙げられる。NHK放
送文化研究所が実施した 2015 年国民
生活時間調査の結果から、我が国の青
年・成人・高齢者のテレビ視聴時間
を見ていくと、1 日平均のテレビ視聴
時間は、年齢階級が上がるにつれ長く
なっており、70 歳代では、男女とも、ま
た平日、週末ともに、1 日 5 時間以上を
テレビ視聴に費やしていることがわか
る（図 3 ）（35）。また 3 つの異なる地域

（都市部、郊外、地方都市）に居住する高

図 2　成人の 1 日の覚醒時間における各強度の身体活動
および座位行動の占める割合（16,32）

図 3　性別、年齢階級別の 1 日におけるテレビ視聴時間（35）
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齢者 1,665 名（年齢範囲 65 ～ 74 歳［平
均 70 歳］、女性の割合 48％）を対象に、
テレビ視聴時間の長短に関連する要
因について検討したKikuchiら（25）の
研究では、対象高齢者の約 1 / 4 が、1 日
に 3.5 時間以上テレビを視聴している
ことが示されている。そして人口統計
学的要因との関連を検討した結果、地
方都市に住んでいる者、教育歴が短い
者、無職もしくはパートタイムで働い
ている者、体型が痩せ（BMI：20.0 kg/
m2未満）および肥満傾向（BMI：25.0 
kg/m2以上）の者、中高強度活動時間が
短い者が、それぞれテレビ視聴に費や
す時間が長いことが報告されている。
　加速度センサー付活動量計（以下

「活動量計」と略す）を用いて、ある程
度精確に高齢者の座位行動を測定・
評価した研究の結果を見ると、我が国
の高齢者は、1 日の 1 / 3 程度の時間を
座って過ごしているようである。例
えば、Chenら（7）は、地方都市在住の
高齢者 1,739 名（年齢 65 歳以上［中央
値 72 歳］、女性の割合 62％）を対象に、
活動量計を用いて 7 日間の座位行動
を測定・評価した（ 1 日平均装着時
間 13.8 時間）。その結果、高齢者の 1 日
の総座位時間は平均 7.5 時間（装着時間
の 54.5％）であること、そして総座位時
間は年齢階級が上がるほど長くなるこ
とが示されている。またその性差を検
討した結果、すべての年齢階級で、男性
が女性と比較して、総座位時間が長い
ことが明らかにされている（図 4 ）。同
様に、活動量計を用いて高齢者の座位
行動を測定・評価したShibataら（40）
の研究結果からも、高齢者は、1 日平
均 8.8 時間座って過ごしていることが
報告されている。

2-3. 座位行動パターン
　最近の研究では、日常生活での座位
行動の総時間だけではなく、座位行動
の内容（場面別にどのような座位行動
を行なっているのか）やパターン（座位

行動の中断数、一定時間以上持続して
いる座位行動の時間や割合等）の違い
が、健康の良し悪しに影響を与える可
能性が議論されている（6,26）。我が国
の高齢者を対象に座位行動の内容や
パターンを測定・評価した研究は多
くはないが、貴重な研究のひとつとし
て、Shibataら（40）が、都市近郊在住の
高齢者 287 名（年齢範囲 65 ～ 84 歳［平
均 75 歳］、女性の割合 38％）を対象に、
活動量計による客観的な方法と質問紙
調査による主観的な方法の両方を用い
て座位行動を測定・評価し、人口統計
学的要因との関連を検討した研究が挙
げられる。この研究の独特な点は、活
動量計で客観的に測定された座位行動
に関しては、1 日の総座位時間を含め
た 5 つの座位行動パターンの指標（総
座位時間、座位時間の割合、座位行動の
中断数、30 分以上連続した座位行動の
回数、30 分以上連続した座位行動の割
合）を、質問紙調査票で主観的に測定さ
れた座位行動に関しては、6 つの生活
場面別の座位行動に費やした時間をそ
れぞれ算出して、人口統計学的指標と
の関連を検討していることである。活
動量計の結果から、座位行動パターン
の 5 つの指標の平均は、1 日の総座位時
間 525.2 分（約 8.8 時間）（男性 550.2 分、
女性 484.8 分）、装着時間に占める座
位時間の割合 58.3％（男性 61.8％、女
性 52.7％）、座位行動の中断数 7.6 回（男
性 7.1 回、女性 8.6 回）、30 分以上連続し

た座位行動の回数 4.4 回（男性 4.9 回、
女性 3.8 回）、30 分以上連続した座位
行動の割合 42.2％（男性 44.8％、女性
38.1％）であることが明らかにされて
いる。これらの座位行動指標と人口統
計学的指標との関連をみると、男性は
女性と比較して、肥満傾向の者（BMI：
25.0 kg/m2以上）は標準的な体型およ
び痩せの者（BMI：25.0 kg/m2未満）と
比較して、それぞれ 1 日の総座位時間
が長く、座位時間の割合、30 分以上連
続した座位行動の回数、30 分以上連続
した座位行動の割合が多く、そして座
位行動の中断数が少ないことが報告さ
れている。また後期高齢者は、前期高
齢者と比較して、1 日の総座位時間が
長く、座位時間の割合および 30 分以上
連続した座位行動の回数が多いことも
示されている。一方、質問紙調査の結
果から、6 つの場面別の座位行動の 1 日
当たりの平均時間（男女別の平均時
間；1 日の座位行動時間に占める割合）
は、車による移動 40.7 分（男性 46.7 分、
女性 31.0 分；9.4％）、公共交通機関
による移動 17.2 分（男性 15.0 分、女
性 20.7 分；4.0 ％）、 仕 事 26.3 分（ 男
性 30.5 分、女性 19.6 分；6.1％）、テ
レビ視聴 196.2 分（男性 183.2 分、女
性 217.1 分；45.5 ％）、 パ ソ コ ン 利
用 42.4 分（ 男 性 51.6、 女 性27.6 分；
9.8％）、その他の余暇活動（座位姿勢で
音楽を聴く、読書、おしゃべり、趣味等）
108.4 分（男性 107.3 分、女性 110.2 分；

図 4　活動量計を用いて測定・評価した高齢者の座位行動時間（7）
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25.1％）であることが明らかにされて
いる。6 つの場面別における座位行動
時間と人口統計学的要因との関連を
みると、男性は女性と比較してパソコ
ン利用が長く、公共交通機関による移
動が短いこと、肥満傾向の者（BMI：
25.0 kg/m2以上）は標準的な体型およ
び痩せの者（BMI：25.0 kg/m2未満）と
比較して公共交通機関による移動およ
び他の余暇活動が長いこと、教育歴が
長い者は短い者と比較してパソコン利
用が長いこと、独身者は既婚者と比較
してテレビ視聴が長いことが報告され
ている。またKikuchiら（26）も、3 つの
異なる地域に居住する高齢者 1,580 名

（年齢範囲 65 ～ 74 歳［平均70 歳］、女性
の割合 48％）を対象に、余暇時間の座
位行動を 5 つの場面別に測定・評価し、
健康指標との関連を検討した。その結
果、5 つの座位行動における 1 日の平均
時間は、テレビおよびDVD視聴 2.5 時
間、座っておしゃべりをするおよび音
楽を聴く 0.6 時間、何もせずに座ってい
る 0.5 時間、パソコン利用 0.3 時間、読
書および新聞を読む 0.9 時間であるこ
とを明らかにしている。さらにこの研
究では、5 つの場面における座位行動を
受動的行動（テレビおよびDVD視聴、
座っておしゃべりをするおよび音楽を
聴く、何もせずに座っている）と精神活
動的行動（パソコン利用、読書および新
聞を読む）の 2 つに分類し、それぞれの
活動時間と健康指標の関連を検討し
た。そして、座位行動の内容の違いが
健康指標に対して異なる影響を与える
可能性を報告している（研究結果の詳
細は、「3.3 メンタルヘルスとの関連」を
参照）。

3. 高齢者の座位行動と健康指標の
関連

　諸外国のメタ解析やシステマティッ
クレビュー、大規模コホートによる縦
断研究等の比較的エビデンスレベルの
高い研究手法を用いた研究において、

長時間の座位行動は、死亡率や生活習
慣病発症のリスクを高め（5,8,11）、身体
機能やメンタルヘルスを低下させるこ
とが報告されている（18,31）。また最近
では、我が国においても、高齢者を対象
に座位行動と健康指標との関連を検討
した研究が増えている。ここでは、我
が国の高齢者（一部の研究は中年者を
含む）を対象に、座位行動と健康指標の
関連について検討した研究から得られ
た知見を紹介する。

3.1 死亡率、生活習慣病との関連
　我が国の大規模サンプルを用いた
コホート研究（例えば、JPHC Studyや
JACC Study等）から得られた知見は、
座りすぎは死亡率を高める可能性があ
ることを示唆している。例えば、Inoue
ら（21）は、中高齢者 83,034 名（年齢範
囲 45 ～ 74 歳、女性の割合 53％）を対象
に、縦断的研究デザインを用いて（追跡
期間は平均 8.7 年間）、座位行動と総死
亡の関連を検討した。その結果、1 日の
座位行動が 8 時間以上の男性は、3 時間
未満の男性と比較して、総死亡のリス
クが 18％高いことが明らかにされて
いる。同様に、Ukawaら（45）の中高齢
者 76,688 名（年齢範囲 40 ～ 79 歳［平
均 57 歳］、女性の割合 56％）を対象に、
テレビ視聴時間と慢性閉塞性肺疾患死
亡の関連を検討した大規模な縦断研
究（追跡期間の中央値は 19.4 年）の結
果においても、1 日のテレビ視聴時間
が 4 時間以上の男性は、2 時間未満の男
性と比較して、死亡リスクが 63％高い
ことが示されている。大規模コホート
からの縦断研究における他の研究結果
からも、長時間のテレビ視聴は、肝がん

（44）、脳卒中および冠動脈疾患（20）、肺
塞栓症（41）による死亡リスクを高める
ことが報告されている。
　また座りすぎは、生活習慣病の発症
リスクを高めることもわかっている。
Ukawaら（43）は、中高齢者 54,258 名

（年齢範囲 40 ～ 79 歳［平均 58 歳］、女

性の割合 57％）を対象に、縦断的研究
デザインを用いて（追跡期間の中央値
は 15.6 年）、テレビ視聴時間と肺がん
罹患の関連について検討した。その結
果、1 日のテレビ視聴時間が 4 時間以上
の男性は、2 時間未満の男性と比較し
て、肺がんの罹患リスクが 36％高いこ
とが明らかにされている。同じコホー
トからのデータベースを用いて、中高
齢者 25,240名（年齢範囲 40 ～ 79 歳、女
性の割合 61％）を対象に、5 年間の追跡
調査により糖尿病の発症について検討
したIkeharaら（19）の縦断研究におい
ては、1 日のテレビ視聴時間が 5 時間以
上の女性は、2 時間未満の女性と比較し
て、糖尿病の発症リスクが 51％高いこ
とが示されている。糖尿病に関しては、
中高齢者 1,758 名（年齢範囲 40 ～ 79 歳

［平均 61 歳］、女性の割合 59％）を対象
に、活動量計を用いて座位行動を測定・
評価したHondaら（17）の横断研究にお
いても、1 日の座位行動が 10 時間以上
の者は、6 時間未満の者と比較して、中
強度の身体活動量を調整した後でも、
糖尿病の有病率が統計学的有意に高い
ことが報告されている。

3.2 身体機能との関連
　高齢期における身体機能の維持増進
は、フレイル対策や介護予防の視点か
ら重要な課題である。そして座りすぎ
は、中高強度身体活動の時間の多寡に
かかわらず、身体組成を含めた身体機
能を低下させることがわかっている。
例えば、Inoueら（22）は、高齢者 1,806 名

（年齢範囲 65 ～ 74 歳［平均 69 歳］、女
性の割合 49％）を対象に、テレビ視聴
時間と過体重・肥満の関連を横断的に
検討した。その結果、テレビ視聴時間
が短い者は、長い者と比較して、米国の
身体活動ガイドラインで推奨されてい
る中強度以上の身体活動時間（ 150 分
以上／週）を満たしているか否かにか
かわらず、過体重・肥満の者の割合が
統計学的有意に低いことが明らかにさ
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れている。また岡らの研究グループは、
都市近郊に居住している高齢者を対象
に、パフォーマンステストで測定・評
価された身体機能への座位行動の影響
を、量、パターンの両面から検討した。
活動量計により測定・評価された座位
行動と身体機能の関連を検討したLiao
ら（29）の研究（分析対象者 281 名、年齢
範囲 65 ～ 84 歳［平均 75 歳］、女性の割
合 38％）では、1 日の座位行動の総時間
および 30 分以上の持続的な座位行動
時間が長い女性は、短い女性と比較し
て、歩行速度および機能的移動能力が
統計学的有意に低い値を示すことが明
らかにされている。また同じコホー
トからのデータベースを用いて、クラ
スター分析により高齢者の座位行動パ
ターンを 4 つのスタイルに分類し、身
体機能との関連を検討したMitsutake
ら（33）の研究（分析対象者 314 名、年齢
範囲 65 ～ 85 歳［平均 75 歳］、女性の割
合 39％）では、テレビ視聴中心の座位
行動スタイルを有する者は、他の座位
行動スタイル（座位行動が少ない、仕事
およびパソコン利用中心、テレビ視聴
以外の余暇活動中心）を有する者と比
較して、握力、歩行速度、バランスで評
価された身体機能が低いことが報告さ
れている。
　 さ ら に 最 近 で は「isotemporal 
substitution（IS）モデル」と呼ばれる解
析手法を用いて、座位行動を等量の低
強度もしくは中高強度の身体活動に置
き換えた時の身体機能への影響が検討
されている。ISモデルは、人の 1 日の行
動を活動強度（睡眠行動、座位行動、低
強度身体活動、中高強度身体活動）で分
類し、これらの行動の相互依存関係を
考慮した上で、座位行動を低強度身体
活動あるいは中高強度身体活動に置き
換えることで、健康指標への影響がど
の程度変化するのかを検討する解析手
法である。例えば、高齢者 287 名（年齢
範囲 65 ～ 84 歳［平均 74 歳］、女性の割
合 37％）の座位行動および身体活動と

身体機能の関連を検討したYasunaga
ら（46）の研究では、1 日わずか 10 分の
座位行動を中高強度身体活動に置き換
えることで、歩行速度や機能的移動能
力、バランス能力をある程度改善でき
る可能性が示されている。また同じ
コホートからのデータベースを用い
たYasunagaら（48）の研究においても、
1 日 30 分の座位行動を中高強度活動に
置き換えることで、身体的側面に関連
する健康関連QOLが改善される可能性
が報告されている。高齢者 886 名（年
齢 65 歳以上［平均 74 歳］、女性の割合
70％）を対象に、ISモデルを用いて、フ
レイルに対する座位行動の身体活動へ
の置き換えの効果を検討したNagaiら

（34）の研究においても、30 分の座位行
動を低強度さらには中高強度身体活動
に置き換えることができれば、フレイ
ル状態をそれぞれ 16％、42％改善でき
る可能性が示されている。

3.3 メンタルヘルスとの関連
　諸外国における研究の知見から、座
位行動は身体的健康だけではなく、メ
ンタルヘルスに対しても悪影響を与え
ることが報告されている（18）。しかし
我が国において、高齢者を対象に、座位
行動とQOLを含めたメンタルヘルスの
関連を検討した研究成果の蓄積は少な
い。Kikuchiら（26）は、高齢者 1,580 名

（年齢範囲 65 ～ 74 歳［平均 70 歳］、女
性の割合 48％）を対象に、座位行動を
テレビ視聴等の受動的行動と読書やパ
ソコン利用等の精神活動的行動に分
け、それぞれの活動時間と心理的スト
レスの関連を検討した。その結果、受
動的な座位行動時間が長いことは高い
心理的ストレスと関連しているが、精
神活動的な座位行動時間は、心理的ス
トレスとの間に関連が示されなかっ
たことを報告している。この結果は、
座位行動時間の長短だけではなく、ど
のような座位行動を行なっているのか
という内容の違いが、メンタルヘルス

に異なる影響を与える可能性を示唆す
る。また高齢者 276 名（年齢範囲 65 ～
85 歳［平均 74 歳］、女性の割合 38％）を
対象に、ISアプローチを用いて抑うつ
への座位行動の身体活動への置き換え
の効果を検討したYasunagaら（47）の
研究においては、1 日わずか 10 分の座
位行動時間を減らし、同時間の低強度
身体活動を増加させることで、抑うつ
症状が改善できる可能性が示唆されて
いる。

4. 高齢者の座りすぎ対策
　高齢者における座りすぎ対策を推進
するためには、どのような要因が高齢
者の座りすぎを助長するのかを明らか
にし、それらの知見を基に座位減少に
向けた介入プログラムを開発し、その
効果や実行可能性を検証していく必要
がある。そしてその成果を基に、座り
すぎ減少に向けた健康施策を立案し、
実施していくことが重要となる。しか
し我が国の高齢者を対象に「座位行動
の影響要因の同定」、「座位行動の減少
を目指した介入方略の開発および評
価」に関する研究成果の蓄積は少ない。
また現在のところ、我が国では国家レ
ベルでの座りすぎの減少に向けた健康
施策は実施されていない。

4.1 座位行動の影響要因
　座位行動に影響を与える要因は、人
口統計学的、社会経済学的、心理社会的
要因等の個人要因と施策、居住地域、自
宅周辺の地理的および建造環境等の
環境要因に分けて考えることができ
る。我が国の高齢者（一部の研究は中
年者を含む）を対象にした多くの座位
行動研究において、座位行動時間（テレ
ビ視聴時間を含む）と人口統計学的お
よび社会経済学的要因の関連が検討さ
れている。その結果を概観すると、男
性（7,40）、高齢（7,23,40）、教育歴が短い
者（25）、未婚者（23）、無職者またはパー
トタイムで仕事をしている者（23,25）、
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肥満体型の者（7,25,40）、自動車を運転
しない者（1）、社会参加の頻度が少ない
者（24）は、座位行動に費やす時間が長
いことが報告されている。一方で、我
が国の高齢者を対象に座位行動時間に
影響する心理社会学的要因を検討し
た研究は、筆者の知るかぎりほとんど
存在しない。唯一、Seinoら（39）が東京
都内の高齢者 8,592 名（年齢範囲 65 ～
84 歳、女性の割合 49％）を対象に、個人
レベルおよびコミュニティレベルにお
ける非公式な社会的繋がりと身体活動
および座位行動の関連を検討した研究
が存在する。しかし結果からは、個人
レベル、コミュニティレベルの社会的
繋がりは、身体活動量の多寡との関連
は示されたが、座位行動時間の長短と
の関連は示されなかったことが報告さ
れている。
　高齢者の座位行動に影響する環境
要因に関する研究は、諸外国では比較
的多く実施されている。これは、座位
行動の多くは無意識下での行動であ
るため、環境の影響を受けやすいため
であると考えられる。近年、我が国に
おいても、座位行動と環境要因の関連
について検討した研究が散見される
ようになってきた。Koohsariら（27）
は、都市部および地方都市在住の中高
齢者 1,072 名（年齢範囲 40 ～ 69 歳［平
均 56 歳］、女性の割合 48％）を対象に、
建造環境を客観的に評価することが
可能なWalk Score®（ 0 ～ 100 ポイン
ト） を用いて、自宅近隣の歩きやすさ
と 2 つの座位行動指標 （テレビ視聴、自
動車運転）との関連について検討した。
その結果、自宅近隣のWalk Score®の低
さと自動車運転に伴う座位時間の長さ
は、統計学的有意に関連することが明
らかにされている。またLiaoら（30）は、
同じコホートからのデータベースを用
いて、地理情報システム（GIS）を用いた
客観的・主観的評価による自宅近隣の
建造環境とスクリーン時間（テレビ視
聴および余暇におけるインターネット

利用）との関連について横断的・縦断
的に検討した。横断的検討の結果は、
客観的・主観的に評価した公共交通機
関へのアクセスの良さや、商店へのア
クセスや道路の連結性の主観的な良さ
は、スクリーン時間の長さと関連する
ことを報告している。このように、自
宅近隣の建造環境は、自宅外での移動
に伴う座位行動のみならず、テレビ視
聴等を含む自宅内での座位行動とも関
連する可能性が示唆されている。

4.2 座位行動の減少に向けた介入プロ

グラムの開発・検証
　前述したように、我が国の高齢者を
対象に、座位行動の減少を目的とした
介入プログラムの開発・評価に関する
研究は、現時点ではほとんど存在しな
い。諸外国の研究では、高齢者を対象
に、目標設定やセルフ・モニタリング、
動機づけ支援等の行動変容技法を取り
入れた座位行動の減少を目的とした介
入プログラムが開発され、その効果が
検証されている（2）。例えば、Gardiner
ら（13）は、高齢者 59 名（年齢範囲 60 ～
92 歳［平均 74 歳］、女性の割合 75％）を
対象に、社会的認知理論および行動選
択理論に基づき、目標設定やセルフ・
モニタリング、ベネフィット・バリア
分析等の行動変容技法を用いた対面で
のコンサルティングおよび個人仕様の
手紙による各 1 回ずつの支援を組み合
わせたプログラムの座位行動の減少
への効果を検討した。その結果、参加
高齢者の 85％が介入前と比較して、介
入後に活動量計により評価された 1 日
の総座位時間が減少し、その割合は平
均 3.2％（ 30 分に相当）であることが報
告されている。また、Lewisら（28）は、
仕事をしていない高齢者 27 名（ 60 歳
以上［平均 72 歳］、女性の割合 63％）に
対して、自身の座位時間の振り返りや
標準的な座位時間に関する情報フィー
ドバック、総座位時間や長時間座位行
動を減らすための目標設定、週ごとの

電話カウンセリング等を含む「Small 
Steps」と呼ばれる 60 分の対面プログ
ラムを実施し、その効果を前後デザイ
ンにより検討した。その結果、傾斜計
によって客観的に評価された 1 日平均
の総座位時間が 51.5 分、30 分以上連続
する長時間の座位行動が 0.8 回減少す
るとともに、立位時間が 39 分増加する
ことが明らかにされている。加えて
自己報告による 1 日平均の総座位時間
が 96 分、テレビ視聴時間が 32 分減少
することも示されている。
　今後の介入研究では、ランダム化比
較試験のような質の高い研究手法に基
づく研究を実施していくこと（2）や、個
人や小グループに焦点を当てた介入プ
ログラムだけでなく、高齢者を取り巻
く環境の整備や居住地域全体への介入
を通じて高齢者の座りすぎ対策を推進
していくこと（9）が課題となる。

4.3 座位行動の減少に向けた各国の取

り組み
　現在までのところ、我が国において、
座位行動の減少に向けた国家レベルで
の取り組みは実施されていない。一
方、欧州諸国やオーストラリア、ニュー
ジーランド等では、身体活動の実施の
推奨とともに、座位行動の減少を目指
したガイドラインが示されている。諸
外国のガイドラインを概観していく
と、子どもと成人に対して、すべての座
位行動時間を減らすこと、特に子ども
に対しては、スクリーンタイム（テレビ
視聴やゲーム、インターネット利用）を
減らすこと、また座位行動の中断回数
を増やし、長時間の持続した座位行動
を減らすこと等が示されている。例
えば、オーストラリアでは、子どもと
青 年（Australian 24-Hour Movement 
Guidelines for Children and Young 
People）と 成 人（Australia’s Physical 
Activity & Sedentary Behaviour 
Guidelines for Adults）に分けて、座位
行動減少に向けたガイドラインが提示
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されている（3）。このガイドラインで
は、子どもと青年に対しては「スクリー
ンタイム（テレビ視聴やゲーム、イン
ターネット利用）等の時間を 1 日 2 時
間以内にすること」、「座位行動をでき
るかぎり頻繁に中断すること」、「十分
に睡眠の時間を確保しながら、座位行
動を中強度活動に置き換えること」が、
成人に対しては「長時間の持続的な座
位行動を極力減らしていくこと」、「座
位行動の中断回数をできるかぎり増や
すこと」が推奨されている。また英国
では、65 歳以上の高齢者に向けた身体
活動指針（UK Chief Medical Officers' 
Physical Activity Guidelines）（14）にお
いて、健康の維持増進のために、高齢者
は可能な場合は軽い活動で、少なくと
も立ち上がって、長時間の座位状態を
解消する必要があることが示されてい
る。
　このように、諸外国では座位行動の
減少に向けた国家レベルでの取り組み
が始まっている。今後、我が国におい
ても、高齢者を含めた全世代に向けた
座位行動の減少に向けたガイドライン
を策定し、座位行動時間の減少に向け
たプロモーションを展開していく必要
があるだろう。

5. 座位行動研究の課題と健康支援
の現場へ提言

　高齢者の座位行動の実態に関して
は、活動量計や傾斜計等の測定機器の
進歩により、かなり精確に座位行動時
間を測定・評価できるようになってお
り、我が国の高齢者の座位行動の実態
を調査した研究も増えている。また座
位行動時間の長短と生活習慣病を中心
とした健康指標との関連を検討し、座
位行動の健康影響を明らかにした研究
成果も蓄積されつつある。
　一方で、座位行動研究の対象者は、都
市および都市近郊に居住している高齢
者を対象にした研究が多く、地方の小
都市や第一次産業中心の地域に居住し

ている高齢者を対象にした研究はほと
んど存在しない。他の健康行動と同様
に、座位行動に対しても社会経済状況
や公共交通機関の充実度、居住地域の
地理的および建造環境等が大きく影響
することが考えられる。したがって、
今後は、居住地域を含めて様々な社会
背景を有する高齢者を対象にした座位
行動研究の成果を蓄積していく必要が
あるだろう。また高齢者に多くみられ
る健康問題（認知機能、うつ、フレイル
等）と座位行動の関連について検討し
た研究成果の蓄積も十分ではない。こ
れらの健康問題は、要介護状態に陥る
大きな原因となり、健康寿命に強い影
響を与えることがわかっている。今
後、エビデンスレベルの高い研究デザ
インを用いて、高齢者の認知機能やメ
ンタルヘルス、フレイル等の健康問題
に対する座位行動の影響について検討
し、明らかにしていく必要があるだろ
う。その際、座位行動の総時間だけで
はなく、その内容やパターンについて
の影響も検討していくことが重要であ
る。そして、高齢者の座位行動の時間、
パターン、内容に影響を与える個人お
よび環境要因を明らかにし、高齢者の
座位行動減少に効果的な方略を立案し
ていくことが必要となる。
　最後に運動指導を含めた健康支援の
現場への提言を記す。これからの健康
支援においては、現在まで何十年もの
間、国内外の健康施策で実施されてき
た日常生活における身体活動（特に運
動やスポーツ等の中高強度の身体活
動）の実施や活動量の増加という視点
に加えて、日常生活での座りすぎを減
らしていくことを目指していくことが
重要となる。特に高齢者においては、
健康問題や身体機能の低下等の理由か
ら、中高強度の身体活動の実施や継続
が難しくなることが考えられる。した
がって、健康支援の現場においても、健
康の維持増進のために、日常生活にお
いて、頻繁に立ち上がって座位行動を

中断し、長時間持続する座位行動をで
きるかぎり減らしていくことが重要と
なることを伝えていく必要がある。「Sit 
less, Move more, More often.」という
視点で、高齢者の健康を支援していく
ことが大切である。◆
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